










海外における流出油汚染防止体制

(有)サカコンサルティング
代表取締役坂光二

以下の海外における流出油汚染防止体制の概要は、1996～1997年に現地を訪問

してヒアリング調査した結果に基づいて、執筆したものである。

1．米国における流出油汚染防止体制

1.1概要

米国における流出油汚染防止体制は、連邦基本法ともいうべき流出油汚染防止

法（OilPollutionAct’1990:OPA'90）の下で連邦政府、州政府、業界が役割分担し、

相互に緊密に協力する形で構築されている。

米国の流出油汚染防止関連法規制は、連邦基本法ＯＰＡ'９０の下に関連の管轄連

邦政府機関及び各州政府が分担かつ相互に補完し合って実施のための規制、ガイ

ドラインを作成して実施されている。

海域については、原則的に沿岸から３マイル以内は州政府、それ以遠は連邦政

府の管轄となっている。

OPA'９０には、流出油発生源や発生条件に対.応した規制の内容､規制に責任を有

する連邦ないし州政府機関、達成期限等が明示されており、油を取り扱う機関／

企業は、達成期限までに各レベルでの流出油汚染防止対応計画（contingencyplan）
を作成、提出し、承認を得ることが義務づけられている。

米国では、地域ごとに流出油対鐵応組合に相当する組織が設立されており、メン

バーになっている石油会社は、流出油事故が発生した場合、同組合から各種の流

出油汚染防止。処理サービスを受けられるシステムが確立されている。

流出油汚染防止に責任を有する主たる管轄連邦政府機関は、ＵＳＣｏａｓｔＧｕａｒｄ

（ＵSCG）、EnvironmentalProtectionAgcncy（EPA）、MineralsManagemcntService
（ＭＭＳ）等であり、各機関は、個別にOPA'９０実施のための規則やガイドライン

を定めているが、連邦政府の規制が州法に優先することはない。

州政府は､ＯＰＡ'９０を適切に実施するために各州の実態に応じた独自の規則や河
イドラインを定めている。
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１．２流出油事故対応体制

流出油事故が発生した場合の通報は、まず合衆国沿岸警備隊（USCoastGuard

USCG）に対して成されるが、同時にその地域を管轄している流出油対応組合や

連邦政府（EPA、NOAA、ＭＭＳ等）の地域事務所、州政府担当部門に対しても成
される。

米国領海内で流出油事故が発生した場合、

１）合衆国沿岸警備隊

２）州

３）原因者及び民間流出油処理会社

の三者が出動できる体制がとられているが、当然まず事故責任のある原因者が

民間流出油処理会社と共同で流出油処理作業を行う。しかし、合衆国沿岸警備隊

の現場調整官（On-SceneCoordinator：OSC）によって、原因者と民間流出油処理

会社が対応能力がないと判断された場合、または原因者が不明な場合、合衆国沿

岸警備隊が出動する。

対応`体制は、合衆国沿岸警備隊（USCoastGuardUSCG）、海洋流出油対応機

構（MarmeSpillRcsponscOrganization:MSRC）及び各地域ごとに設立されている

流出油対応組合が中心となって流出油処理及び二次的汚染防止に対応する。

各地域ごとに設立されている流出油対･応組合は、同地域で石油を取り扱う石油会

社（石油及び天然ガスの探鉱生産を行う石油会社を含む）及び関連の企業／機関

と協定を締結し、流出油事故が発生した場合、同組合はメンバーになっている企

業／機関に対して各種の流出油汚染防止・処理サービスを提供するようになって

いる。

流出油事故の規模別には、合衆国沿岸警備隊（USCoastGuard:USCG）は、規

模の大小を問わず、必要に応じて出動するが、海洋流出油対応機構（MarincSpin

RcsponseOrganization:MSRC）は、各地域ごとに設立されている流出油対応組合
が対応不可能な大規模な流出油事故に対して出動し、小規模な流出油事故に対し

ては、原則として各地域の流出油対応組合が対応する。要員や資機材が不足して

いる場合は、相互に供給して支援する体制が構築されている。

海洋流出油対応機構は、１９８９年３月の「ExxonValdez」号による原油約２６万バ

ーレルの流出油事故を教訓として、大'|参事を引き起こす危険性のある大規模流出

油事故（Ｆ１標対応規模は、約２０万バーレル）に対応することを目的として、１９９０
年米国石油業界によって設立された民間の非営利流出油対応機構であり、太平洋、
大西洋及びメキシコ湾岸の５カ所に地域対応センターが設立されている。

－６－





















連邦１名、計１５名）が乗船した。１２月１５日ドバイ港を出港、調査を開始し、ホルムズ海湾内外

に流向流速計を係留し、湾中央部から湾口部付近の５横断面１９地点の観測を終了し、１２月２６日

パハレーン。サルマン港に寄港し、係留した流向流速計の回収を行う２名の本学研究者を残し、研究

者は下船帰国した。

第３回目は、日本側参加者は、教官７名、研究生１名、大学院生７名及びROPME側参加者１４名

（クエート４名、サウジアラビア８名、アラブ首長国連邦１名、オマーン１名）合計２９名であったｃ

アラブ首長国連邦アブダビ港を１２月１５日出港し、１２月２６日クエート。シュワイキ港まで、７

横断面２４地点の観測を行った。

６．主な成果

観測結果の一部は、毎回航海報告書として、ROPME事務局に提出されている。同時に、本学の航海

報告書にもデータ集として公開されている。本国際共同調査の成果報告会は、文部省国際学術研究集

会助成金を得て、１９９５年１２月４－６日東京水産大学において開催された。国外からはUNEP、

UNESCO-IOC、専門家及びROPME関係者計２２名が参加した。その成果報告集として、１９９８年２

月末までに、この海域に関する本（表題：OffshoreEnvironmentoftheROPMESeaAreaafterthe

War-RelatedOilSpill-TheResultsoftheUmitaka-llaruCruises）を出版することになっている。

原油の主成分である､‐アルカン濃度から見ると、湾岸戦争時に多量の流出原油が漂着したサウジア

ラビア海岸域に沿って高濃度の水塊を期待したが、必ずしもそのような結果は得られなかった。図２

に示すように、パッチ的に高濃度地点が見られ、これは原油タンカーからのパラスト水の無断放流に

よっているように見える。現実に、その付近では、稚魚ネットに大きなタールボールが多数採取され
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図２．ROPME海域における､-アルカン濃度の水平分布（１９９３年１２月）

－１６－

z'何゜､ｎ戸、.､、I扉５２ｐＯＯＥＳｋＩｏＯＯＩＺＳ６･OＯＥ

－－、）
､代一 、

jＶ

IＬ
ﾃ､？

尺

』
、L＝

Ⅱ
／２－－二三

(，



７゜まとめ

「海臘丸」を利用した本国際共同調査は、無事成功裏に終了したが、ROPME若手研究者の訓練実習

ともなり、ROPMEより日本政府の貢献として大変感謝された。現在でも、２次の共同調査の依頼も着

ているが、実現は今の所不可能である。

最大の問題は、やはり研究費不足であった。ある石油関係企業に研究費助成のお願いをしたが、通

産省の同意が得られないとの理由で断られた。このような国連関係の要請による国際共同調査は、日

本政府の世界貢献の一つとして位置づけられるし、国益にもかなう筈である。今後、ますますこのよ

うな平和外交の重要性が増してくるように,思える。各省庁の枠を越えて、日本政府として、このよう

な国際共同学術調査研究を支援するようなことが出来ないものであろうか。
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■討論１

趣坂井（深田サルベージ建設）私どもはサルベージ会社ですから、ナホトカ号とも会社として

いささか関連する仕事をさせていただいたり、サウジアラビアにも一度おじゃましたことがござ

います。

坂先生にお教え願いたいのですが、油の油濁問題で、消防隊みたいな人や設備は、はからずも

先生がおっしゃったように非常に費用がかかりすぎて、今でも１年に１～２件程度予想されると

ころに経費がかかる。その上、非常に特殊なチームでありますので、私ども実務に携わっている

者としては、これは何かと兼用しなければこういうことは成り立たないのではないかと日頃から

考えております。アメリカのナショナル・レスポンス・センターは、純粋に油のための対策だけ

をやっておられるのですか。あるいは何か他のものと兼用されているのか、そこのところをお伺

いしたいと思います。

●坂（サカコンサルティング）ナショナル・レスポンス．センターというのはＵＳコーストガ

ードの本部の中に設けられていまして、流出油だけなくて、化学薬品等の危険物による汚染も取

り扱っています。いずれにしろ、環境汚染防止のためのナショナル・レスポンス・センターが一

元的に管理しています。特にアメリカでは大型のトレーラーが転倒して化学薬品が流れ出るとい

う事故がよく起こっていますので、ここには流出油だけでなく化学薬品も入っています。ここで

すべての通報を受け、それぞれの特殊部隊が出動します。したがって流出柚だけでなく、化学薬

品処理の特殊チームもいます。

それとアメリカ、イギリス、ノルウェー等に共通しているのは、国家レベル、地方公共団体レ

ベル、業界レベル、この３つのレベルでそれぞれ流出油対応体制がきちっと織築され、役割分担

と統合作業がうまくできているというのが特徴です。

もう一つ、わが国にないもので今後必要だと思われるのが、やはり漁民との協力です。ナホト

カ号の場合もそうでしたが、漁民にとっては死活問題ですからお金をもらわなくても自発的に命

懸けで流出油の回収作業をやっています。これは諸外国でも同じです。しかしアメリカなどでは、

各流出油対応組合あるいはＵＳコーストガードが、海岸に漁村が点在し漁業協同組合があり、そ

こと協定を結んでいます。実際に流出事故が発生したら、できるだけタスクフォース、人間と漁

船は多ければ多いほど助かるわけです。したがってそれを有料で買い上げます。そのときの買い

上げのお金は漁民の１日当たりの平均漁獲高の、もっとも低い国でも''１じぐらい、あるいは流出

の事故の規模によって違うのですが、被害が大きい場合には３倍ぐらいまでお金を出して買い上

げるようになっています。

もちろんこれは単なる協定だけではだめで、日頃から危機の訓練をやっておかないと使えませ

んから、やはりトレーニングが大きな役割になっています。これは各流出油対応組合やＭＳＲＣ

もそうですし、ＵＳコーストガードや漁民の方たちに定期的に訓練を行って、すぐに使えるよう

になっています。それと同時に漁船を使うため、漁船に着脱できるようなアウトリガー方式の、

現場で２～３時間ですぐに着脱できるような装置も多数持っており、漁民との協同作業がスムー

ズに行われるようになっています。
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もう一つは最後のトランズレック・システムですか、オイルフェンスの展張の写真がありまし

たが、これは北海、大西洋の公海でも大丈夫だということですが、日本海のナホトカ号の例をと

って、あの海域でも大丈夫なのか、あるいはどういう海象まで大丈夫なのか、そのへんをお聞か

せください。

●坂（サカコンサルティング）まず、第一の点ですが、これは私も明確に断言できませんが、

ＵＳコーストガードに何回か行きまして質問をした時の彼らの回答状況では、アメリカは一般的

に州の管轄が海岸から３マイル以内です。若干違うところもありますが、平均的に３マイル以内

は州政府の管轄になっています。アメリカの連邦政府の管轄は、先ほどのミネラル・マネージメ

ント・サービスは連邦政府ですので、これの管轄は海岸から３マイルより離れてなおかつ領海内

となっています。

領海内であれば問題なく対応できるのですが、公海の場合はケース・バイ・ケースで判断する

しかありません。特に公海といっても、領海のすぐ脇だと当然潮の流れによって入ってくるわけ

ですので、それが入ってきてから対応したのでは遅くなります。今回の日本のように対馬のほう

に流れていくと思っていたのが反対に寄せてきたということが十分ありえますので、それに対し

てはアメリカは当然あらゆる可能性を想定して対応しなければいけないため、スタンバイをして

います。公海上であっても、明らかに大きな事故である場合には、領海内に流れ込んでくるのは

目に見えていますから、そういうときにはＵＳコーストガードも対応するといっていました。特

にＵＳコーストガードの場合は、国際協力で出動できるような第４番目のチームがあります。あ

と３つはメキシコ湾と太平洋と大西洋です。ですから第４番目のチームがスタンバイして対応す

るようにしています。特に時間的に遅れてはいけないということを強くアメリカではいっていま

す。その点は決断が早いので、今まであまり遅れたことはないと、彼らはいっています。

もう一つの質問の、外洋用のトランズレック・システムについては、これはフランクモンとい

うデンマークの会社が作っています。これは非常に性能がよく、ノルウェー領北海でもそれを使

っています。それから、アメリカのＭＳＲＣはアメリカの領海内だけで国際出動はできないこと

になっていますが、やはり海象の激しい大西洋ではそれしかないということで使っています。

では、今回のナホトカ号の場合にそれが日本にあったとして使えたかといいますと、はっきり

いってあの大時化では不可能です。だいたいのサイズを申しますと、可動海象条件は、有義波高

が2.5～３ｍ、潮速が１．５ノットぐらいまではいいといわれていますが、今回のナホトカ号の時

化の場合ですと、波高が４～５ｍ、さらにうねりが４～５ｍという状態ですと、今世界中にある

どんなものを持ってきてもだめです。したがって、天候が治まる時を待って回収するしかありま

せん。

今回の場合でいいますと、１月２日に事故が起こり、約１０日経ってから３日ぐらい凪いだ時

期がありました。ですから、現在日本に配備されている流出油対応機器はタンカーの積み降ろし

の際の流出事故を前提にしていますので、当然気象海象条件の穏やかな内湾用です。しかし、機

材はかなりの量があり、石油公団が持っておられる国家石油備蓄基地では、トータルで約５０キ

ロ近くオイルフェンスがあります。石油連膿が全国各地に配備している内湾用のものも、かなり

あります。したがってアメリカの専門家とも話したのですが、使える使えないは別として、持つ
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ている機器をただちに現場に導入するということが大事です。

ＵＳコーストガードの場合は非常によくできていまして、事故発生と同時にただちにオン・シ

ング・コーディネーターを１人派遣し、彼の指示でどんどん増員していけるようになっています。

最初の危機は６時間以内ですから、特にノルウェーのノホの場合でも、機器はトランズレックの

あの大型のシステムを２４時間以内に絶対に現場に届けるというスピードでやっています。だか

ら、まず現場に持っていって使うということが重要です。

トランズレック・システムの大きさについていいますと、かなり大きいもので、見てびっくり

するぐらいですが、２階建てのビルくらいあるのです。といいますのは、ブームというオイルフ

ェンスの直径が１８ｍでその下にスカートが１８ｍあり、トータルで３ｍくらいあって、それを

巻いて使っているのです。したがって油圧駆動でないと動きませんから、それを全部油圧駆動で、

フローターの調整や細かい調整がリモコンで出来るようになっている非常に優れたシステムで

す。

もう一つ申しあげますと、私は個人的にも思いますし、欧米の専門家とも話したのですが、ナ

ホトカ号の場合で有効なのは、原油がムース化して固形状になると普通の回収機では回収できま

せんので、ホッパー型竣喋船とか、サルベージに使うようなものが有効ではないかと思います。

もう一つはタンカーから油が出た場合に有効なのが、タンカーみたいなものを持ってきてゴミも

一緒にザーッと吸い上げ、船の中でゴミと液体を分離して、さらに液体を油と水に分離するとい

うシステムのほうがいいのではないかと思います。ただし、タンカーみたいなものを造ったとす

ると、それの維持費がかなりかかります。したがってそういうコストの問題もあるので、先ほど

の質問にもありましたように、そのコスト負担をどうするかという問題があると思います。

ところがアメリカでは、連邦政府も負担していますし、石油に関連している事業者が均等に会

費を払って負担しています。したがって、アメリカは石油国家ですから、ものすごい量の石油を

何らかの形で取り扱っている企業がいるわけです。それら全員に法律でコンテインジェンシー。

プランを作りなさいと指示し、そのプランを作るために、自分たちに対応能力があるということ

を証明しなければなりません。それを証明するためには自分で装備を持つか、そうでなければコ

ーポラテイブか、あるいは民間の処理会社に会費を払ってメンバーになるかの、いずれかをしな

ければいけないわけです。だからそういう形をとれば、ある程度は可能なのではないかと考えて

います。

●国富（ＮＫＫ・ＯＢ）どうもありがとうございました。私は個人的には今の坂先生のお話の

ように、公海上での拡散防止システムをぜひ日本で、アメリカに負けないようなものができない

かなということを皆さんにお願いしておきたいと思います。

●坂（サカコンサルティング）それについては私も同じ考えですが、欧米の専門家と話してい

ますと、公海といいますと、日本に近いのは韓国、台湾、香港、中国、ロシアですね。ですから、

公海上でやるには、国際協力でベースを作り資金負担をしあうという形をとれば、そんなに難し

い問題ではないと思います。現にノルウェーの場合は、ボン協定やオスロ協定というのがありま

して、北海の周りの国はその協定に基づいて相互に貸し出し、融通しあいます。そして費用分担
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しあうという仕組みができていますから、まったく例がないわけではありません。ほかの海域で

実現していますので、やる気さえあれば、できるのではないでしょうか。

●藤野（東京大学）東京水産大学の大槻先生にお伺いしたいと思います。先ほど先生のお話の

なかでも若干そういうニュアンスの趣があったかと思いますが、油流出で一番われわれが気にな

るのは、沿岸海域の生物に対する影響です。例えば、北海でいくつか油流出の事故が起こりまし

て、その後いろいろ調査してみると、流出直後はたしかに非常に甚大な影響があったけれど、思

いのほか生物の回復能力が大きくて、割合と早く回復しているということが、今までのいくつか

の北海の海域の油流ｌＩ１事故に関する調査結果でいわれているわけです。

今回、先生が調査されている湾岸戦争のあとの影響ですが、先ほどサンゴ礁に対する影響は思

いのほかなかったとおっしゃっていました。当然、油流出直後にはそれなりの相当の影響があっ

たのだろうと思いますが、生物の回復能力が思いのほか大きいものであるということを聞くにつ

けて、逆にこういう事故が起こったあとの問題としては、これは起こったわけですから、あとは

いかに早く元の環境に[']Ｉ復させるかということがわれわれに残された大きな一つの問題だと思

います。生物の回復能力を助長させるような柚回収の方法とか、そういうことに対して、先生は

必ずしもそういう方面のご専門ではないかもしれませんが、何かお考えになっていることがあっ

たらお聞かせいただければと思います。

それから、湾岸のあとの調査に関しては国際的にいろいろやっているわけでしょうから、近い

うちに各国の調査の結果を突き合わせて、最終的に今度の油流出事故の影響がどうであったかと

いうのが、いずれ何らかの方法で調整されるのだろうと思うのですが、先生の今のお考えとして

は、湾岸の油流出事故のあとはどうだったのかということを、中間点でも結構でございますので、

何か結論がありましたら、お教えいただければと思います。

●大槻（東京水産大学）最初のほうからお答えしていきたいと思います。私は化学が専門なも

のですから、生き物のほうについてはよくわからないのですが、いろいろな情報を読んでみます

と、例えば、クウェートからサウジアラビアの海岸にかけましては現在の時点では原油が漂着し

た部分をほとんど見ることができない。それはなぜかと申しますと、砂嵐が毎年春にあるらしく

て、それが隠してしまうわけです。砂漠から砂を運びまして上に乗って、見た目はきれいな海岸

になって、どこに原油が漂着したのだろうかというぐらいきれいに見えるそうです。ですけれど、

海岸を掘りますと、いまだに出てくるということです。ですから、いわゆる砂場に棲んでいる小

さなカニやああいう生き物については大きな影響があって、いまだに回復していないというふう

にいわれています。

ただし、その潮間帯を越えて海域に入ると、本当にここに原油が出たのだろうかというぐらい

回復力が強く、予想以上であるということがいわれています。やはり同じようなことを向こうの

人もいっています。

生物の回復を早めるような方法はいろいろアメリカやノルウェーで研究されているようです

が、いちばんいいのは、砂場ですと、取ってしまう、岩場であれば、それをできるだけ早く拭き

取るということでして、もう一つは、微生物を含めたような処理剤を撒く。つまり栄養と一緒に
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撒くというようなことが、特にアメリカなどで、中でもエクソンの研究所では相当盛んに行われ

ているようです。

成果はあるのだということを写真では見せていただいたのですが、それは植物までです。その

下にいる生き物、例えば、動物なんかはどうなのかというデータはございません。例えばポルフ

ァイラという海苔の－種は１年後には以前と同じように回復します。それを撒くことによって、

見ている問に漂着したオイルが小さく切れて砂場から消えていくということです。ただし動物に

ついてのデータはございませんので、植物については１年後にかなりきれいに回復しています。

ただし柚汚染の外国の教科書には、これは食物連鎖と関連していまして、その植物を食べるよ

うな動物がやられてしまうと、ある種の植物だけが表面にいっぱい出てきて独占してしまって、

元にかえるには最低５年かかるというようなことが書いてございますので、どこまで生態系の生

き物を見るかによって違ってきます。今お話になったように、植物でいいというのであれば、か

なり早いということです。

●司会（佐久田）どうもありがとうございました。'時間にな'，ましたので、坂、大槻両先生の

お話、およびそれに関する質疑応答を終了させていただきます。両先生には長時間にわたり本当

にありがとうございました。拍手をもってお礼に代えたいと思います。 (拍手）ありがとうござ

いましたｃ
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■表彰式

●副委員長（前田）まず、この表彰式の経緯をご紹介します。

１９８６年に京王プラザホテルで、海洋工学及び極地工学に関する国際会議「ＯＭＡＥ′８６束京」

が開催され、大成功をおさめました。この会議は日本造船学会と米国機械学会が幹事学会となり、

日本国内からは土木学会、日本建築学会、資源素材学会、石?'11技術協会、日本水産工学会および

日本鉄鋼協会が協賛学会となり、論文の公募、論文審査、展示会場の設営等を行い、大変緊密な

協力をしました。このＯＭＡＥ'８６の終了後に、これらの学会が集りまして、今後のＨ本の海洋

工学を発展させるために、一つの緩いグループを作って協力していこうという機運が盛り上がり

ました。

この話とはまた別に、日本にはＥＣＯＲ日本国内委員会のグループがありました。このＥＣＯ

Ｒといいますのは、ユネスコに属し、国際的に海洋工学を推進していこうという団体であります

が、ＥＣＯＲｌﾖ本委員会でも海洋工学に関係する学協会が集り、日本国内において海洋工学を推

進するグループを作ろうという動きがありました。

たまたまＥＣＯREI本国内委員会の会長、副会長、関係の方々が、日本造船学会、土木学会〈

日本建築学会の長老の方々でいらっしゃったこともあり、このＯＭＡＥのグループとＥＣＯＲの

グループが協力し合い、日本で海洋工学を推進するための強力なグループを発足させてはという

強いお勧めを頂きました。

このようなことから数回の準備会を開き、そのグループの性格付けを討議しまして、海洋工学

連絡会を発足させるに至ったわけであります。

その時、顧問にお入り頂きました先生が、加藤渉先生、本間仁先生、元良誠三先生、木下昌雄

先生それから岡村健二先生の五名の方で、当初からの顧問の先生方です。顧問の先生方はそれぞ

れの学会に強力にお働きかけを頂きまして、ついにそれぞれの学会を会員とする、海洋工学連絡

会の成立を見たわけであります。

本年をもちまして、この海洋工学連絡会は創立１０周年を迎えました。このことを記念し今年

３月の運営委員会において、ご存命の先生方に感謝の気持ちを込めて、表彰状を贈呈することに

決定しました。これまでに岡村健二先生、木下昌雄先生は残念ながらお亡くなりになっておりま

す。そこで本間仁先生、加藤渉先生、元良誠三先生の三名の先生方に、功績賞を贈呈するよう準

備を進めてまいりました。その後、先月の６月に残念なことでありましたが、加藤渉先生がお亡

くなりになってしまいました。しかし、表彰状の贈呈は既に決められておりましたので、本日は

ご遺族を代表して、ご長兄の加藤正昭様においで頂き、表彰状を受けて頂くことになっておりま

す。また、本間仁先生にも本日はおいで願っております。元良誠三先生は本日はやむおえないご

事情のため、ご欠席でございます。それではただ今から、功績賞の贈呈式に移らさせて頂きたい

と思います。

●司会（柴山）それではこれから表彰式に移らさせて頂きます。前田副委員長から、先生方に

表彰状を差し上げることに致します。
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●副委員長（前田）功績賞。本間仁殿。あなたは多年にわたり、本会の発展にご貢献頂きまし

たので、ここに感謝の意を込めて表彰します。1997年７月２５日。海洋工学連絡会、運営委員会

委員長、原田宏。代読、前田久明。

●司会（柴山）それでは続きまして、加藤渉先生に差し上げます。

●副委員長（前田）功績賞。加藤渉殿。あなたは多年にわたり、本会の発展にご貢献頂きまし

たので、ここに感謝の意を込めて表彰します。１９９７年７月２５日。海洋工学連絡会、運営委員会

委員長、原田宏。代読、前１１１久明。

元良誠三先生の功績賞は、後日、事務局より届けさせて頂きます。

以上で贈呈式が滞りなく終了しましたが、ここで顧問の先生を代表して、本間仁先生に一言ご

挨拶を頂けたらと思います。本間先生、恐れ入りますが、一言お言葉を頂戴できたらと思います。

よろしくお願いします。

●本間先日、柴山先生から功績賞の授与が行われるので、ぜひご出席下さいというご案内を受

けました。自分としては功績をたてた覚えがないので、何の話だろうと思い，いろいろと考え、

また、いろいろと聞いているうちにやっと分かってきたのです。

私が海洋工学で一番関係しましたのが，先程お話が出たＥＣＯＲで、これは国連のユネスコの

関係の、ＥＣＯＲ委員会の11本委員会会長をしばらくやっておりました。それが一番たくさん関

係したものと思います。ＥＣＯＲと言いますのは、国連の中にEngineeringCommitteeon

OceanicResourcesという委員会がありました。これは海底石油の開発から始まったものと思い

ます。

このＥＣＯＲが各国に委員会を作り、海洋工学の研究が始まったのです。これが毎年一緒に集

って、会合を開きました。その頃はアメリカがＥＣＯＲの世話役をしておりましたので、いつも

アメリカで会合が持たれ、ビジネスミーティングと各国の活動報告をしておりました。それが私

の海洋工学へ関係した仕事でした。その後の連絡会の仕事となると、各学会の連絡を持とうとい

うことで、土木学会に海洋工学委員会という非常に強力な委員会がありますが、海岸工学ではな

く、海洋をもっと広く海洋工学ということにすると融通が利かなくなるように思われ、海洋開発

委員会というものを別に作りました。これは私が作って、－番最初の委員長になったのですが、

道筋を作ったその後は酒匂先生にお願いし、運営していただきました。ですから、私はあまり功

績がないのではないかと思っています。ですから本日この賞を頂いて、大変恐縮しております。

しかしこの連絡会は、皆様方のご尽力によりまして、今日のごとく発展し、今F|のような盛会を

開いていると言うことで、心からお慶びEl21し上げます。今日はどうもあ1)がとうございました。

●司会（柴山）本間先生、どうもありがとうございました。それではこれで表彰式を終わら

せて頂きます。
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■国際会議報告

●司会（柴山）国際会議報告ということで、「OffbhoreTechnologyConference'97」のご報

告を社団法人日本海洋開発産業協会（１０１Ａ）広報課長の北村哲郎様にお願いいたします。

●北村（(社)日本海洋開発産業協会）「ＯＴＣ'97-｜はいつもどおり５月の第１月曜から木曜ま

でヒューストンで行われました。ＳＰＥをはじめ11の学会が主催しまして、ＩＡＤＣというの

はInternationalAsSociationofDrillmgContracterで、ＪＤＣみたいな企業が世界中から集ま

ってきたようなものです。ＰＥＳＡというのはPetroleumEquipmentSuppliersAssociationで、

まさにそのとおりで、私はこのＰＥＳＡの事務局へはまだ行ったことがないのですが、この２団

体が強力なアメリカの学会とともに主催者の一つであるということです。

今年の入場者はずいぶん入りまして４万人でした。８６年１２月に石↑ｌｊｌＩの値段がそれまでの４０

ドル時代から９ドルに下がりまして、それでいっぺんにペシャンコになり、細々と２万人ぐらい

で推移しておりましたが､９０年代に入りましてようやく３万人を５～６年続けたのです。今年は

じめて４万人入ったということで、主催者は非常に喜んでおりました。アメリカの景気が少しい

いからかなという感じで、本当の底力があるかどうかはわかりません。レスター・ターローとい

う経済学の先生が基調講演をしまして、この人は非常に有名な方らしいので、その人が人気をひ

いたのかなということも考えられます。

論文の数は２６０編で、これはＯＴＣが結果的に発表した数ですが、プロシーデイングスを勘定

するともっとあるのではないかと思います。そのうち米国が半分以上です。この論文と展示の広

さでは、だいたいの趨勢は並行しておりました。ノルウェーがいちばん元気がよかったですね。

昔、ＯＴＣに行きますと１０万人入っていまして、食事に困ることもないほど毎晩パーティがあ

ったのですが、そういうのはもうありません。ただ、ノルウェーだけは今年もゴルフ場を借り切

ってパーティをやったり、エネルギー大臣が来ましたし、それから中央アジアのカスピ海のほう

にも進出して、今、ノルウェーは世界第２の石油産油国になっています。イギリス、そしてブラ

ジルはもちろん大水深の技術を持っています。フランスは往年の勢いはなく、展示のほうはあま

り勢いがありませんでしたが、石油会社はいい会社がありますし、技術は非常にたくさん持って

います。

日本の論文はここに２件となっているのですが、日本人の方がアメリカのハリバートンとかシ

ュランベルジャーに入って活躍されています。日本の企業はあまり勢いがないということはない

のですけれど。そういうものを入れますと６つありまして、１つは、ＪＤＣの山本廣光氏のもの

でした。ただし、これは論文集に載っておりません。Ｄｒｅｃｏ社とハワードアソシエート社が

急に取1)止めたか何かわかりませんが、載っておりません。ＪＯＩＡで日本語の原稿を出してく

れといったら、書いてい§いよといってくれています。あとの２件はＪＡＭＳＴＥＣ（海洋科学

技術センター）で「海明」の開発の最高責任者でありました益田善雄氏が、波力発電とマンガン

ノジュールの採掘について２件を発表されました。相変わらず中国とかヨーロッパにも行って発

表しているのだとおっしゃっていました。そして、シユランベルジャー社の日下浩二氏のパーフ

ォレーションの関係の論文と、ハリバートン社の萩原輝彦氏です。あとの２件はペトロブラス公
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プチューンというのは、先ほどいったホートン氏が開発したそうです。ＳＰＡＲというのは、い

ちばん最後のページにつけておりますが、こういう姿をしているものです。あとはHaiberniaG

BSというのはすでにやっているのだと思います。その次のTerraNovaというのは、ニューフ

ァンドランドでまた始まります。Trollやカンポスという油田は前から聞いている話です。

DeepStarmというのがありましたが、これはプラットフォームではないようです。そういう大

きな図はプロシーデイングスに載っておりませんで、海底のコネクションみたいなことをやって

いるという感じでした。

最後に、今年のテーマは大水深だったのですが、これは４９セッションの中の－番最初の月曜

日の朝にやりまして、これから１０，０００フィートになるとか、ここに書いてあるようなことを議

論しました。展示のほうではフランスはこの頃だいぶん下火だといいましたが、セッションに１

コーナー設けまして、フランスのＡＦＴＰを招待して半日やりました。これで報告を終わらせて

いただきます。

●司会（柴山）それでは続きまして、「OffShoreMechanicsandArcticEngineeringi97」の

ご報告を東京大学の前田先生にお願いいたします。

●前田（東京大学）それでは、「ＯＭＡＥＩ９７ＹＯＫＯＨＡＭＡ」の報告をさせていただきます。

今日ご出席の皆様は大勢この国際会議にご参会いただきましてご承知のことと思いますが、この

「ＯＭＡＥ'９７」は１０年ぶりに日本で開かれました。この幹事学会は日本造船学会と米国機械学

会ですが、海洋工学連絡会の各学協会の全面的な応援をいただきました。実は国内の論文の公募

の審査をすべてに海洋工学連絡会のグループでいたしました。

参加者は全部で５００名ございまして、大成功のうちに終了することができました。海洋工学連

絡会の会員の学協会、ならびに参加の会員の皆様には心よりお礼を申しあげます。外国からは

150名以上の方がみえ、その中で北村さんのＯＴＣのご報告でもノルウェーが非常に積極的だと

いうお話でしたが、ＯＭＡＥにつきましてもノルウェーから３６名の参加者がありまして、非常

に積極的という印象がありました。

内容はトピックス的なことをかいつまんでご報告しますと、プレナリーセッションとしまして

は、大型の海上施設の安全といいますか、メンテナンスも含めた安全のテーマについて、ノルウ

ェー、イギリス、アメリカ、韓国、そしてメガフロートの理事の方から話題提供していただきま

した。

その中で安全については、特にノルウェーの考え方が非常に進んでいるなという印象を持ちま

した。と申しますのは、合理的な安全をどうやって保障するかというものを、特にヨーロッパ、

アメリカは非常に真剣に考えていますが、その帰結として従来の安全規則というか、あるいは設

計する時の規則というか、そういう記述式の規則の時代から、ファンクショナル・リクワイアメ

ントといいますか、ファンクションを示して、それに見合う設計が許されると、設計の自由度を

増して、かつ合理的な設計をしようという方向に進んできているのが世の趨勢でありますけれど、

ノルウェーはさらにもう－歩先に進んで、従来の記述式の安全の保障の仕方にも非常にいい点が

あるから、両方をコンプロマイズといいますか、ハイブリット方式といいますか、そういう方向
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に最終的にいくべきではないかという強い意見を持っていたというあたりが非常に印象的でし

た。

そのほか、今回のＯＭＡＥではワークショップを幾つか設けました。一つはアークテイツク関

係、氷関係のワークショップが開かれました。氷関係は、ＰＯＡＣという氷の国際会議のグルー

プがございますが、そのグループと共催でいたしました。これも大変成功したスペシャルセッシ

ョンであったかと思います。そのほか石油公団が積極的に応援して下さいまして、海洋石油の分

野、特にマージﾌﾞｰﾙ・オイル・フイルードの問題とデイープ・ウォーターの問題の両方を取り上

げられ、非常に中身の濃いワークシヨツプを組んで下さいました。それから神戸の地震のことも

あります。これに関連して港湾施設等の海洋施設もいろいろダメージを受けたということがあり、

港湾研の方とアメリカの研究者の方が地震に関するワークショップを組んで下さいました。これ

も内容は非常にすばらしいものでした。それから日本側が特にワークショップを組んだのが、メ

ガフロート関連のワークショップです。こういった形でワークショップも非常に特徴のあるもの

が組めたかと思います。今回のＯＭＡＥは大変成功したと、自画自賛しているわけではございま

せんが、海外からもいくつかお褒めの言葉をいただいて、われわれ開催者側としては意を強くし

た次第です。

なお、ＯＭＡＥの会議は皆様のお手元にコピーをお配りいたしましたが、来年はポルトガルで

７月５日～９日に開かれます。これはちょうどポルトガルで海洋博が３月～９月に開かれており

まして、それと合わせてＯＭＡＥの海洋工学ならびに極地工学に関する国際会議を開催するとい

う予定になっております。こちらのほうは論文の投稿の締切が９月３０日で、まだ十分余裕がご

ざいますので、ご興味のおありの方はぜひ論文を投稿していただきたいと思います。日本は海洋

工学の分野で世界から非常に注し'されておりますので、また国内でもいろいろなプロジェクト《）

進行していますので、ぜひ論文のご投稿いただけたらと思います。

以上、簡単ですが、ＯＭＡＥ関係のご報告に代えさせていただきます。
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流出油防除資機材の現状と問題点

海上災害防止センター

調査研究室月野良久

Ｉナホトカ号事故の概要及び教訓

1．初期対応

１９９７年（平成９年）１月２日午前２時５０分頃、日本海で発生したロシア籍

タンカー「ナホトカ」号（１３’１７５総トン）の船体折損による大規模油流出事

故は、翌１月３日折損した船首部分及び海上に大量の油の漂流が、海上保安庁の航

空機及び巡視船により確認された。

船舶所有者からの要請を受けたサルベージ船は、１月４日午後９時３０分現場海

域に到着し、巡視船の支援を受けながら漂流中の船首部分の曳航を試みたが、船底

を上にして海面からわずかに露出した状態で漂流しており、また海上荒天のため曳

航索をとることができなかった。

船首部分とともに漂流する油は、１月５日午前中には福井県三国沖約４０マイル

にあって、北寄りの風によって圧流され、沿岸に接近する可能性が生じてきた。

巡視船等は、船首部分の曳航作業と併行して漂流油塊の防除作業を実施し、初期

においては、回収ネットによる回収、油処理剤の散布、また１月５日にはヘリコプ

ターによる油処理剤空中散布テストを行った。

２．油の漂流．漂着状況

ナホトカ号に搭載されていたＣ重油約１９，０００ｋ９（性状は、表－１のとお

り。）のうち、船体折損により切断部分に搭載されていた約３，７００ｋＬが瞬時

に流出したと推定された（その後の調査により、流出量は６，２４０ｋＱに訂正さ

れた)。

海上に流出した油は、波浪によって－部は分断されたが、多くは厚い油層となっ

て船首部分とともに海流と強い北寄りの季節風に圧流され、本州沿岸に接近してき

た。

その後も日本海の荒天は続き、１月７日午前１１時頃、漂流していた船首部分が
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福井県三国町安島岬の沖合に漂着し、船首部分からの新たな油の流出が確認され、

これらの油が近くの海岸に漂着した。

１月８日になって、すでに流出し、拡散漂流していた油も次々に福井県、石川県

の海岸に漂着した。また、能登半島に拾って北上した油は、１月２ｏ日能登半島の

北側を越え、新潟県佐渡島にも漂着、その後新潟県の本州側にも漂着した。その結

果､油による汚染範囲は、島根県から新潟県に至る１府８県に及んだ(図－１参照)。

表－１ナホトカ号搭載油の性状

項目

密度（ｇ／Ｃｍ３） ０．９５９（２０℃）

含水率（％） ０．１７

動粘度（ｃＳｔ５０．Ｃ） １３７．４６

流動点（℃） １７

引火点（℃） ９１

硫黄分（％） １．２９

残留炭素分（％） ９．２２

－３１－

項目

密度（ｇ／Ｃｍ３） ０．９５９（２０℃）

含水率（％） ０．１７

動粘度（ｃＳｔ５０°Ｃ） １３７．４６

流動点（℃） －１７

引火点（℃） ９１

硫黄分（％） １．２９

残留炭素分（％） ９．２２
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‘油の回収作業

油の回収作業は、海上漂流油の回収、海岸線付近の漂流油の回収及び岩場や砂浜

に打ち上げられた漂着油の回収に大別される。

(1)海上漂流油の回収

流出油は、島根県から新潟県の広い範囲に漂着したが、一方では若狭湾沖合か

ら福井県、石川県沖合を沿岸に沿って北上し、１月２０日には能登半島北端から

富山県、新潟県沖合に達し、海上の油の拡散範囲も広範囲になった。

１月２日の事故発生から１週間以上を経過し、その間波浪により撹枠された油

は、水分を大量に取り込んだムース化油となった。上海で搭載した油の性状は表

－１のとおりであるが、１月５日採取した漂流油の動粘度は、約１，２３２，Ｏ

ＯＯｃＳｔ（１２℃）に達していた。

①ガット船

目

このように高粘度となった油の回収には、回収装置による回収よりもガット

船やグラブ船による掴み取り回収が効果的と判断されたので、これらの船舶を

手配し、海上での漂流油の回収作業を実施した。

冬季の日本海は荒天が続き、海上における作業は困難なため、日本海側の作

業船は、冬季はほとんど太平洋側に移動しており、瀬戸内海からグラブ船等５

隻を用船し、回収作業に当てた。

回収作業は、ガイドフェンスを１隻が曳航し、集めた油をガット船が回収す

るといった２船によるスウイーピング方式を計画したが、荒天のため２船の連

携がとれないため、ガット船の単船回収とした。回収油水量は約１，ＯＯＯｋ

Ｌそのうち油量は約８５０ｋＬと推定される。

②油回収船・油回収装置

油回収船は、福井港に福井石油備蓄（株）の「あすわ」が在籍しており、同

船は、荒天が－時収まった１月９日から海上での油回収作業に従事した。

これより先１月４日、海上保安庁が運輸省港湾建設局（毛古屋）の竣喋兼油

回収船「情龍丸」の出動を要請し、１月９日現場海域に到着、回収作業に着手
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した。

その他油回収船は、むつ小川原石油備蓄（株）「第３たかほこ丸｣、白島石

油備蓄（株）「はくりゆう」の出動を得て、回収作業に従事した。

また、シンガポールのＥＡＲＬからＲ○一ＳＫＩＭシステム、ロシアからオ

イルフエンス、オイルトロール、ＤＥＳＭＩ２５０、フオツクステイル等の油

回収システムを搭載した油回収船の協力があった。

油回収船、油回収装置による回収は、流出油が高粘度のため効率が悪く、油

回収船の回収油水量は約１，１００ｋＬ、油量は約１００ｋ｣Ｚと推定され、ま

た油回収装置は、Ｒ○一ＳＫＩＭシステムは回収できず、ロシアの油回収船の

装置では、油水量約４３０ｋＬ、油分量約２００ｋＬであった。

③その他

小型漁船の回収作業は、２隻を１チームとして回収ネットを曳航して実施し、

その他柄杓等が使用された。

これらの船舶等により、若狭湾、福井県三国町沖合から石川県加賀、金沢、能

登半島沖合、さらに富山県、新潟県の沖合にかけて広い範囲に拡散漂流する油の

回収作業を実施した。特に、若狭湾の敦賀周辺及び石川県志賀町に所在する原子

力発電所の冷却水取水口へ油が接近するのを防止する対応がとられた。

（２）海岸付近の漂流油の回収

１月７日船首部分が座礁した福井県三国町雄島周辺の沿岸は、船首部から流出

する油と漂流していた油が海岸線に漂着。浮流し、岸線付近の油は雄島橋をくぐ

り抜け、東尋坊の方向へ南下を続けたため、雄島橋に沿ってオイルフェンスを展

張し、油の拡散を防止するとともに、油回収装置等により回収作業を実施した。

①油回収装置

石油連盟が所有する２種類の堰式（ウエアタイプ)、回転円盤式（デイスク

タイプ）及びピーチクリーナーが使用された。

油回収装置は、海岸線の水深が浅く、波が寄せること、油が高粘度の塊にな

っていること等から、汀線からドラム缶。ファスタンクヘ送油するポンプとし

-３４－

















































































































































































































































































さらに､1993年STCＷ改正条約は､訓練シミュレータの利用､最低休息時間､習熟訓練､特定の船

舶に対する特別な訓練､及び選択的資格証明を主たる要件として定めている。

l”５年STCＷ改正条約は､さらに､訓練機関の証明手順及び評価並びに報告及び証明等､主管

庁に対する新しい要件を含んでいる｡特に､訓練等を非政府機関等に委任した場合、当該機関等

により行われた訓練及び能力評価､並びに能力評`価者の資格及び経験の資質基準システムによる

監視､さらに､他の締約国の発行した証明書を承認する場合､当該締約国に於ける証明制度等に

ついて確認する体制を確立するよう､主管庁に要求している。

また､会社に対し､船員の主管庁により適用される安全配員要件に従った配乗､船員に関する文

書･データの維持､船員の習熟等について要求している。

4.31議会の対応

1”3年STCＷ改正条約は､ISM＝_ﾄﾞを強制要件としたSOLAS条約とは別の､独立した条約では

あるが､ISMコードのより完全な実施に不可欠な国際条約であるといえる。日本適合性認定協会

(JAB)及びオランダのRaadvcorAccxEditajionUuvA)により審査登録機関として認定を受け､事業所、

会社の品質システムの審査登録業務を行っている弊会は､その経験を基に､1995年STCＷ改正条

約に関連し､特に､会社に対する審査業務を提供することができると確信している。

また軽訓練機関の証明､評価等に関連し､「品質保証の国際規格｣(ISO規格9000シリーズ)による事

業所､会社の品質システムの審査登録業務を介して得られた経験を基に要請により､訓練機関等

の品質システムについての審査を行っている｡今後､主管庁が1995年STCＷ改正条約により課せ

られた責務を遂行する上で､本会は､この事業所､会社に対する審査業務を介し､主管庁を補佐す

ることができるものと考えている。
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最近の海洋油流出事故と対策

so1ナホトカ号折損沈没事故の概要

我が国沿岸における最大規模の油流出事故となったナホトカ号折損沈没事故について､運輸

省のナホトカ号事故原因調査委員会が去る５月に発表した中間報告等に基づき以下にその概要

を述べる。

1997年１月２日、ロシア船籍の油タンカー､ナホトカ号(載貨重量1,,684トン)は、中国の舟山か

らＣ重油2万27キロリットル(1万，夢９２０トン)を満載して､隠岐諸島北東約100キロメートル沖合の

日本海をロシアのペトロハブロフスク・カムチーヤッキーヘ向けて航行中であった｡海象は､西の風

毎秒22ｍ､有義波高8ｍ､波周期９秒､速力は３５ノット、甲板上に異常はなかった。

午前2時40分､右舷から向かい波の直撃を受けた後､右舷前方のタンク付近から黒い水柱が

上がり､タンクの破裂が判明､船体は二つに割れて船首部を失った｡本船(船尾部)はおよそ5時

間後に推定13,000トンの油とともに2,300メートルの深海へ沈んだ｡約2,800トンの油の残った船

首部は少しずつ油を流出しながら漂流し、１月７日福井県三国町の海岸に乗り上げた｡推定約

6,000トンに達したと見られる流出油は、日本海沿岸一帯に拡がって浮遊･漂着し､大規模な油流

出｡海洋汚染事故となった。
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Fig.1，ナホトカ号折損沈没地点及び船首部漂着位置

2,500ｍの海底に沈没した船尾部分について､海洋科学技術センターが深海観測装置｢デイー

プ･トウ｣により隠l咳諸島北東約140kｍの海域でソーナー調査を行いナホトカ号らしき船体を確認

し､続いて深海探査機｢ドノレフインー３Ｋ｣によるビデオ観察調査が行なわれた｡このビデオ撮影に

より船体船尾部にある船名がとらえられ､同船がナホトカ号であることが確認された。（Fig20）
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破断部分の観察を基

にして作成されたタンク

破断状況図とタンクの

配置図をFig21に示す。

撮影されたビデオ画像

から､船体は輪切り上に

破断しており､船底外板

は､３番中央タンクと4番

タンクとの境界に近い位

置でほぼ直線上に破断

していた｡また右舷船側

外板は船底から3分の２

付近までほぼ垂直に砿
]Fig.２０確認された「ナホトカ号」（海洋科学技術センター）

断し､そこから4番中央タンクの後部隔壁の`位置まで段階上に破断していた｡左舷船側外板もほ

ぼ同様の形状で破断し､甲板部は概ね4番中央タンクの後部隔壁の位置で破断していた。

漂着した船首部の海中調査による板厚計側の結果､船底外板で平均23％、船側外板で平均２

８％の衰耗が見られた｡特に､船側外板の水線近くでは最大５４％の衰耗が確認された｡また､内

部構造部材については､横桁の桁材鬘で23％、面材で84％､縦通肋骨で42％の衰耗が見られた。

採取したサンプルの成分分析､引張試験及び衝撃試験を実施した結果､いずれからも材料強度

上の問題は認められなかった。

ナホトカ号事故原因調査委員会は､その中間報告において､船体折損に至るシナリオとして、

｢水中漂流物との衝突後､爆発により折損｣、「強度不足のため波浪外力により折損｣の2ケースを

検討している｡その後､４月下旬に大型クレーンにより引き上げた船首部の詳細調査が実施され

ており、７月末には最終報告書が発表され､事故原因に対する同委員会の最終結論が明らかに

されるはずである。

前述のように板厚計側において相当量の衰耗が認められている以上､船体の衰耗に伴う強度

`低下があったことは容易に推定される｡そうした船が油を満載して日本近海を航行中に何らかの

原因によって折損･沈没し､大規模な海洋油汚染を日本沿岸にもたらした｡事故原因についてど

のような結論が下されるにせよ､今後こうした事故を未然に防ぐために様々な対策がとられること

になろう。

Ｉ
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旧討論２

●司会（吉田）質疑応答の時間に移りたいと思います。

今日の午後のお話は、サブタイトルにもありますように、ナホトカ号の事故を契機にして、タ

ンカーと海洋汚染に焦点を合わせたお話でした。ただいまの上１１１識illliのお話は、タンカーそのも

ののハードおよびソフトについていかに現在努力がされてきているか。ＶＬＣＣでは３０万トン

にも及ぶ油を運んでいるわけです。日本は毎年そういうもので２億トンもの石油を中東、アジア

等から運んで来て、使っているわけです。そういうトランスポーテーションにどういう努力がさ

れているかというお話が今あったかと思います。

それでもなおかつ東京湾で事故が起き、またナホトカ号の事故は外国船で公海でということで

すが、この半年間で大きな事故が２件も起きてしまったという事実があるわけです。起きたあと、

どのように除去ができるだろうか、あるいは外国は今どうなっているかということについて、月

野講師がアメリカの事例を主にして、ヨーロッパのお話を含めて紹介していただきました。化学

処理、機械処理とありますが、機械処理というのは一面で物理処理といいましょうか、大きく分

けると、そのような処理法があって、また現状はどんな限界かというのも比較的はっきりとお話

に出たように思います。処置しきれないという状況も十分考えられるようなお話だったかと思い

ます。

一方、ナホトカ号は油が出ただけではなく、３分の２ぐらいがまだ水深2,500メートルの日本

海の海底に沈んでおります。非常に老朽化した船体の中に１万キロリットル近い原油がまだ残っ

ている。これを何もしなくてもいいのか、あるいはしなければいけないのか、そういう点につい

て、高'楠講師の水中調査技術というような、今まで別のk1的で使われていたような技術を使って

例えば監視する。そのうえである種の処置を必要に応じて考えていくというような点にポイント

をおいて、水中調査技術一般についていろいろなご紹介をいただきました。また、それらを応用

すると、より大きなIilj題になっている環境問題である地球環境という問題にもつながっていくこ

とにも言及がありました。

全体として非常に密接な関連をもったテーマに関して、お３人のそれぞれ違う立場のご専門の

方に壇上にお揃いいただいと思います。ぜひいろいろな角度から、日頃、違う分野だからよくわ

からないと思われる点をお持ちの方もおみえになるのではないかと思いますので、こういう機会

にお開きいただけると非常にいいのではないか。海洋工学連絡会は少し違うとか、あるいは隣り

の分野とか、そういう方々の生の声の質問にお答えする機会を作るというのが大きな目的の一つ

でもあります。そういう意味で、ぜひ活発にご質問、あるいはコメントをいただけるとありがた

いと思っております。

魯坂（サカコンサルティング）月野先生のおっしゃったことに関しまして誤解があるといけま

せんので、補足説明をさせていただきます。

一つは外洋型のトランズレック・システムで、もう一つは現場燃焼の点についてです。私は先

ほど質問をされた時に、フランクモーンのトランズレツク・システムの作業可動条件限界につい

て、波高２．５ｍ、潮流１．５ノットとE|］しあげたのですが、実は去年ノホに行ってインタビュー調

－１７５－



査をしまして、その時に聞いたものです。若干説明しますと、ノホはノルウェー領北海で操業し

ているオイルカンパニー１６社の{}｣資により設立され､ノルウェー領北海での流出に対してただち

に出動するという役割を負っています。

流出の回収能力に対する基本的要求事項として、ノホで決定している基準が４つあります。ま

ず、機械的な回収を優先する。分散剤等の薬品は原則として使わない。これに対しアメリカやイ

ギリスなどではむしろ使っているようですが、このように化学薬品の使用、処理剤の使用に関し

ては国によって対応が異なります。２番目は、回収能力は最大１日8,000トンを目標にする。３

番目は、トランズレック・システムに関しては、潮流Ｌ５ノット、波高２．５ｍでも回収可能とい

っていますが、これは作業可能といったほうがいいかと思います。４番目が、最初に可動する油

回収システムは２４時間以内に現場に投入して可動を開始する。こういう基本要求事項があると

いっております。

私自身の解釈ですが、波高２５ｍでも回収可能といっておりましたが、これは作業が可能であっ

たということだと思います。同じシステムはＭＳＲＣも持っておりますので、ＭＳＲＣでも同じ

ような質問をしています。私の記憶では、トランズレック・システムのスペック上の可動限界は

もう少し小さかったように思います。実はその点をもしかして質問されるのではないかと思い、

昨日手持ちの資料を調べたのですが、トランズレック・システム社のパンフレットそのものと、

オイルマニフアクチヤラーズのディレクトリーを両方調べたのですが、残念ながら可動限界が数

値として書いてありませんでした。そのため、あとはこういうインタビューで出た資料しか手持

ちがありませんでしたので、逆にどなたかスペック上のものをお持ちでしたら教えていただけれ

ばありがたいと思っています。

もう一つは、作業可能ということと油の回収能力や性能はちょっと違うのではないかと感じて

います。作業ができても実|祭に油をどのぐらい回収できたかというのは全然違う話でありまして、

通常はどうやって表現しているかというと、１時間に何ｍqの混合流体を回収したといっています

が、そのうち実際に油の回収率は水の中に含まれている油の量で定量的にはいうわけですが、実

際に聞いてみると、暖昧でなかなか正確に測定できません。したがって実際には作業可能で波高

が２．５ｍ、あるいは３ｍのところで使ったかもしれないが、波高が高くなれば高くなるほど、水

だけ吸い込んで油はほとんど吸い込まないという現象もあるようです。作業可能だということと

実際に回収可能ということは、定義の問題になると思うのですが、必ずしも一致していないので

す。したがって、使っているところは多少自慢したいところもあって、トランズレツク・システ

ムが非常に優秀だということをいわんがために、可動可能な波高条件を多少大目にいっているの

ではないか。そういうバックグラウンドがあるというふうに感じました。

また、ノホの場合は５カ所の基地がありまして、ここに油''１収船とトランズレック。システム

が配備されています。合計５カ所で１４システムが現在配備されています。１システム運転する

のに５人かかりますから､１４システムで７０人、２交替システムをとっていますので140人の人々

が運転のために配備されています。

オイルフェンスそのもののトランズレック・システムは一式４００ｍ、浮力パイプ部分の直径が

1.3ｍ、スカートの深さが１５ｍで、両方を足すと２８ｍと、３ｍ弱になります。また、スカー

ト底部にチェーンを装備しています。特殊設計による油回収船はロイズやベトメルスケルウエル
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ターズの承認を必要としており、1,000ｍ:’の回収タンクを装備しています。回収機は防爆のため

油圧駆動になっています。

各オイル会社は漁船と協定を結んでおり、漁船に対しては緊急時の電話や無線で常時コンタク

トできるようになっています。事故が発生すると、漁船がただちに駆けつけるというふうになっ

ています。

油流出の分担範囲ですが、海上の油流出に関してはノホが担当しますが、海岸線に到達した場

合は、ノルウェーの場合はＳＰＣＡ(StatePonutionOontrolAuthority）が、イギリスの場合は

ＭＰＣＵ(MarinePolltionControlUnit)と名前は違いますが、似たような専門機関があり、そこ

が対応しています。ノルウェーの法律では、１年に１回、実際にilllを流して回収実験を行ってい

ます。ノホの年間予算は約５億円ですが、その８割を実際に油を流す回収実験に謎やしていると

いうことを昨年聞きました。

次に、燃焼実験について欧米の専門家の間では、燃やすことができるのだったら火をつけて燃

やすのがいちばん確実な何収方法であるということで、エクソン・バルディス号の事故以来、油

の回収方法としては一致した見方のようですが、ＥＰＡの環境規制等もあって、実際にはそう簡

単に行われていません。実際にエクソン・バルデイス号の事故の時も燃焼実験で火を点けて燃や

しています。このビデオを持っていますので、また機会があればお見せすることができると思い

ます。

もう一つ、カナダのエンバイロメン卜・カナダでは、燃焼に反対するグループに対する説得材

料として、’１１１を燃焼したときに出る有害物質の分析をやっています。そのレポートなどを読むと、

たいして有害な物質はⅡ}ていないと書いてあります。ただし、これはちょっと古いものなので、

最近問題のダイオキシン等が実際にあるのかないのか、その辺まで正確にすべての柚を分析して

いるわけではないようです。エンバイロメン卜・カナダの担当者の話を聞くと、燃焼は問題ない

だろうといっておりました。

アメリカのオムセットにも私は何回か行っていますが、ここでも燃焼実験をやっています。フ

レッシュな油であれば、９０％以上回収可能。エンバイロメントカナダでは氷の上に流出した油

の回収もやっていますが、これも氷の状況によって違い、条件がよければ漏れた直後に火を点け

れば９５％以上は回収可能だといっています。したがって結論としては、燃焼という条件が許され

るのであれば燃焼が一番いい方法だといっています。

ＭＳＲＣの場合も２週間ほど前にここの上級副社長と会ったのですが、彼に聞くと、アメリカ

では地域によって、あらかじめここだったら条件が許せば燃焼してもいいですという地域が何カ

所か定められており、燃焼は条件次第でできるようですが、実際にはなかなか燃焼の許可がおり

ないようです。

やはり重要なことは、燃焼した場合の有害物質が人体にどのぐらい影響があるのか、そういう

ものを定量的に把握するというのが一つです。それが明らかになれば、燃焼して人間に与えるか

もしれない不安を恐れるのと、ナホトカ号のように実際に放置して海岸線に油が流れつき、漁業

等すべてに大損害を与えるのと、どっちが得かという判断を迫られるのではないかと考えていま

す。いずれにしても燃焼させるためには、人体にとって有害か有害でないか、そういった定量的

な実験把握が必要ではないかと考えています。
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もう一つ、生物のバイオレミゲーションについては、例えばカナダなどですと、かなり前から

北極海諸島で少し寒いところですが、あそこでは実際にテストをやっておりまして、５年かそれ

以上の長期にわたってどのぐらいクリーンアップされたかを見る実験がされています。それによ

ると、５年という長期のスパンでみると、バイオレミゲーションは海岸線の洗浄にはかなり効果

があるという示唆が出されているようです。

９０司会（吉田）詳しい情報をいただきましてありがとうございました。今のお話は月野さんの

ご講演に関して出たのだと思うのですが、漏れた#ｌＭの拡大防止あるいは回収に関して、作業可能

と回収可能とは少し定義が違うかもしれないというお話と、燃焼が適当かどうかと。湾岸戦争の

ときは、私の記憶では、海の上ではないですけれど陸上で油田に火が点いて天を覆うような黒煙

が一挙にあちこちから出たという状況があったことを思い出しました。

⑰国富（ＮＫＫ・ＯＢ）これは質問ではないのですが、個人的な意見ということも含めまして

ちょっと思っていることです。一つは、このあいだの東京湾のダイヤモンドグレース号の事故で、

私は中の瀬の水深が１７ｍだということをちょっとお聞きしたのです。ダイヤモンドグレースは

吃水１９ｍ半ぐらいで、満載で東京湾に入ってきている。おまけに、ダイヤモンドグレースは９４

年の新造船であるからシングルハルでよろしいというルールは適用されていると思うのです。中

の瀬が１７ｍに対して、こんな深い船が今後も入っていいのかどうか、そのへんは１５ｍぐらいま

でにとどめるべきではないかというのが個人的な意見です。

というのは、先|ﾖの朝日新聞にベルヌーイの定理で、海底と瀬に狭められますと船自体がまた

海底に接するというか、沈下現象があるということが出ていました。それらを含めても、東京湾

の｢'二'の瀬のところは、私もずいぶん釣りで出かけて危険な11に遭っているので感じるのですが、

どうもあそこの海域は、なだしお号の事故もありましたが、もっと厳しく制限すべきではないか

というのが個人的な意見です。もし先生方にそういう意見に対してどうなのだということがあり

ましたら、教えていただきたいと思います。

もう一つは、今のは東京湾で事故を起こさせないということですが、発生した場合の処置とし

て、大型回収船がいかにも日本は貧弱である。この前も青龍丸が名古屋からとんできて活動する

という非常にみじめな状態でございます。おそらく日本の沿岸各県には、大型でなくてもいいか

ら、回収船の１隻や２隻は常備すべきではないか。もちろん発生しないのに越したことはないの

ですが、ナホトカ号のような外国の船が事故を起こす場合もございますので、そのへんは私は個

人的な意見というか、そんな感じをもっていますので、もし何かございましたら教えてください。

ざ

●司会（吉田）ありがとうございました。これも中身が二つあるようですが、どなたかお答え

いただけますか。水深が１７ｍだったら、ある種の特殊な現象もありうるかもしれないことを考

え、吃水１５ｍ以浅に制限すべきだという相当大胆なコメントですが、その件についてどなたか

ございますか。

⑧高橋（石川島播磨重工業）これもまったく個人的な意見ですが、ご存じのように、コンテナ

－１７８－



船の吃水が１５ｍになってきているのです。６，０００個積みぐらいですと、そのぐらいになります。

日本のハブ港としての東京港あるいは横浜港の役割がどう変遷するのかわかりませんが､１５ｍと

いうのは制限すべきではないのではないかという気がいたします。むしろ'1｣の瀬の水深１７ｍを

何とかもう少し深くしないと、日本が輸出入する物流の対象であるモノそのものの変遷が当然こ

れからもあるでしょうから、はたして１５ｍがそのまま続くのか、あるいは１６ｍにいくのかわか

りませんけれど、少なくともコンテナ船の大型化の傾向をみますと、やはり１５ｍあるいは１６ｍ

のところまでは船が自由に入れるようにしておかないと、日本の東京という大変大きな後背地を

もっている港の機能としてまずいのではないかという気がいたします。まったくの個人的な意見

ですが。

●司会（吉田）今の点についてご質問者のほうでは釣りが好きだというお話がありましたが、

中の瀬はあの水深では絶好の船釣りの場ではないだろうかと想定します。そうすると、今のお話

では潅溌するということになると思うのですが、凌喋ができないのは、漁業組合が大きな反対を

しているというニュースを聞いたことがあります。利害といっていいのかわかりませんが、強い

対立関係があるのではないかと思います。その点何かご意見がございますか。今のでよろしいで

すか。

●国富（ＮＫＫ・ＯＢ）個人的には、中の瀬に突っ込む危険防止の対策ももう少し確実にやら

ないと、また事故が起こるのではないかという心配があります。

●司会（吉田）今のお話の二つ目で、大型回収船が青龍丸１隻で、それが名古屋の第５港湾建

設局に所属していて、それ1隻しかないのは、海洋国日本にとって困るではないかというお話で

すが、これは機材として月野さんどんなものでしょうか。

●月野（海上災害防止センター）先程もある程度制限をつくらなければまずいというお話をし

たと思います。まずiI｢|]のほうの面からみますと、例えば、ビュフオート５とか６という話になる

と、風速としても１５～１６ｍ、波の高さは５～６ｍの.世界です。そうなると、流出した油は風に

吹き飛ばされ、波で叩かれ、水にＩ｡に潜っていきます。そういう状態ですと、まず油を探すのが大

変というか、油がそもそもないのではないか。今回はｃ重油でしたから、それに水温が低かった

ということで、たぶん油の中のパラフィン成分が全部析出してしまったのではないか。そのため

に海中分散するのが少なかったのではないかという問題があろうかと思います。これが温暖な太

平洋側でしたら、パラフィンが析出するような水温ではないので、もう少し水中拡散があったの

ではないかと思います。ですから、条件というのは、油の挙動がどうなのという世界からいくと、

やはりビュフオート３とか４ぐらいの波高のところで1,1収するのが限界ではないかと思います。

それから、大型回収船というのも、ヨーロッパでほとんど装置を装備して回収するというもの

で、トランズレックがいい例ですが、ドイツが唯一専用船として造っていたわけです。回収する

油の挙動の話では、１ノット程度になるとほとんど油滴化して流れていってしまうというお話を

したかと思いますが、そうなると、回収速度は１ノットとか１５ノットとか、せいぜいそんな速
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度です。ビユフオートなにがしというときに船が操船できますかという問題もあろうかと思いま

す。今、新聞に出ているのでは４～６ｍぐらいの波浪でも対抗できるような回収船を造るという

話があります。そういう２つの面からみて、無理ではないかと思います。これは個人的な意見で

すが。

だから、日本海といえどもやはり凪のときがありますから、そのときに出られるような回収船

をある程度考えてもいいのかなと。福井備蓄基地に油回収船「あすか」という回収船が十傾斜板

タイプのものがあります。あれも平穏のときは結構活躍すると聞いています。あまり大きいもの

はどうかなという気がいたします。

●司会（吉田）先ほどの月野さんのお話では、波高３メートル以上では手を入れない、あるい

は手が入れられない、どちらかというと、今の技術では手をつけられないという面が強いかなと

思っていたのですが、放っておけば、高い波高、あるいは荒れた海により、処理剤を撒いてどう

こうしなくても、自然に分散してしまうからという観点も、先ほど絵のような結論の中に入って

いるのですか。

●月野そういうことです。例えば、エコフイスク油田の暴風雨のときに、あそこの平均的な波

高が３～４ｍぐらいの状態だったというデータがあるのです。それで、あの柚は自然分散してし

まったのです。というのがあるので、イギリスやノルウェーは自然分散という条件をつけたのだ

と思うのです。例えば、波高３メートルといっても、うねりみたいなものでしたら、ステープネ

スがものすごく低いからあまり効果はないのですが、私のいいたいのは、風浪でといった場合に、

波周期が５～６秒で波高が長いと、そういうのは放っておいていいのではないか、そういう除去

措置があってもいいのではないかということです。

●司会（吉田）かなり積極的なお考えですね。ほかにはございませんでしょうか｡

●大島（大阪府立大学）今、自然分散というお話があったのですが、分散というのは、物理過

程で全体の量は減らないわけです。分散したあとに、生物的なものか化学的なものかわかないの

ですが、何かしないと、油自体は消えないのではないか、ただ薄くなっているだけではないかと

`思うのですが、そのへんはいかがでしょうか。

●月野油処理剤などで油層を微粒子化させるかというのは、大きさからいくと、３０ミクロンと

か５０ミクロンぐらいの大きさ以下にして、プランクトンの生物分解を促進させるというのが一

つの処理剤の使命です。ですから、自然分散というのも、かなり荒れていれば、そのぐらいの粒

子になるわけです。

●司会（吉田）一つ、私から高橋さんにお尋ねしますが、ナホトカ号の甲板部から油を回収す

るという前提で深海技術協会で検討されている案の一つをご紹介になったかと思うのですが、ワ

イヤーをネットのように張って、それで伝って上がってくるのを回収するということですが、そ

－１８０－


























